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３.１１東日本大震災後の３月２４日、Hillary Clinton氏が次の様に発言している。「今回の震災は前代未聞の大きいものだった。しかし、日本人が見せたresilienceも前代未聞なものであり、米国の友情の印として協力を惜しまないことを誓わせるものだった」と。
大変な目に遭っているのに日本人は、暴動や略奪を起こさず、礼節を失わずに助け合う。その様（さま）は、海外から驚きをもって賞賛された。また、今回のWS第二回冒頭に紹介された国交省東北地方整備局の震災後間髪入れずの獅子奮迅ぶりは、胸が熱くなるほどのものだった。

そう、日本社会はresilientだ。危機に直面してもしなやかに強靱に回復する力を確かに持っている。だが気になることもある。第一回WSにおいてChad Evans氏は次の様に発言している。「日本経済は、それが本来成し遂げられるほどにresilientか（as resilient as it could be?）と問われれば、答えはYes and Noだ」と。そして続ける。「unitedな（統合された）resilienceが無い」と。
また、holistic（全体的、総体的）な観点から疑問を呈する向きもある。慶応大学の保井俊之教授は9.11のWTCビルに偶然居合わせたが、辛くも生還したという経験を持つという。氏は講演後、フロアからの「震災後のここ六ヶ月の日本の対応は良かったのか悪かったのか？」という質問に対して、Evans氏と同様に「個々の対応は良いが、holistic（全体として、総体として）には良くない」と答えた。
「日本社会のresilienceは及第点をもらえない」というこれらの指摘は、現実に起きていることを見ても納得がいく。例えば、原発事故へのマズイ対応を考えると納得がいく。地震・津波への初期の対応は----被災者の方々のご苦労を思えば軽々なことはいえないが----「さすがニッポン」といえると思う。しかし例えば、原発事故に関しては、その後に起こった電力不足や食べ物・土壌の放射能汚染を見るにつけ「なぜこうも後手後手なのか？」という思いがわき上がる。瓦礫の撤去や復興事業も「もたつき」が目立つ。
やはり、日本社会のresilienceは非united・非holisticなのだ。･･･しかし、なぜだろう？　少し不思議だ。日本はまとまりの良い国のはず。その気風は競争というよりは協調にある。私心を捨て皆のために頑張る「和」の精神は、日本のお家芸のはずだ。その様な日本社会のresilienceがなぜ、非united・非holisticなのか？
「全体」を見渡すべき政治・政府・行政が悪いのだろうか？･･･いや、ことはそう単純ではないようだ。Evans氏も言っている。「Resilienceはtransformation of culture（文化の転換）」だ。すなわち「原因」は、日本社会の文化を生み出している根源にあるはずだ。
「何を大仰な」といわれるかもしれないが敢えて言う。「原因」は「哲学」にある。すなわち、「社会」を形成するに必要な「哲学」、あるいは、人々に共有され、従ってその「社会」のタイプを決定することになる「哲学」----NHK教育テレビ『ハーバード白熱教室』でマイケル・サンデルが紹介した言葉を使えば、「public philosophy（公共哲学）」----この「根本・根底」に「原因」がある。
･･･と、こんな途方もないことを、しかも戦後最大の国難といわれるこの時に、ツラツラと考えるというのはイカガなものかというご批判もあるかもしれない。「失われた20年」に苦しむニッポンに「これでもか、これでもか」と襲う天変地異のさなかに、「何を悠長な」とのご批判もあるかもしれない。
しかし、「だからこそ」ではないだろうか。今、人々は「復旧」でなく「復興」を望んでいる。少なくとも、安心･安全で安定した状態を望んでいる。だとするならば、下り坂の状態、国家の借金が雪だるま式に増える状態、つまり、「失われた20年」の状態に戻すのでは事足りない。根本原因を突き止め、根幹治療しなければならない。
明治開闢以来「西洋に追いつけ追い越せ」で「根本・根底」を考えずにきたニッポン。戦後も、「日本人は12歳の少年」と揶揄する米国に「国の形」づくりを突貫工事してもらい、やはり「根本・根底」を考えずにきたニッポン。その一方で、日本にはほとんど知られていないことだが、日本を除く世界ではここ30年ほどの間に、公共哲学にinnovationが起きている。例えば、従来の「国家」という概念を揺さぶる壮大な社会実験、つまり欧州連合（EU）、これの根本思想作りをリードする社会哲学者であるハーバーマスの言葉を借りるならば「公共圏の構造転換（transformation of public sphere）」が起きている。社会正義、すなわち、「個人の自由」と「社会の公平」の間のどこに区切り線を入れるか、あるいは、どこに猶予領域を設けるか。これについて見直し作業が始まっている。一言で言うならば、日本語で言う「公」「私」だけでない新しい社会構造
　の模索が進んでいる。
･･･オっと話が発散してきた。COCN事務局からのリクエストは、「わかりやすいコラムを」ということだった。イカンイカン。しかし何せ実は、resilienceというテーマは深淵深遠、広大無辺。短いコラムでは説明しきれない。詳しいことは、今後のCOCNレジリエント・エコノミー研究会でのディスカションで、ということでご勘弁いただきたい。

とにかく、もうそろそろ日本社会も、自分たちの頭と心を使って、自分たちの社会のタイプを決めるための「根本・根底」を編み出さなければならない。そうしない限り、unitedでholisticなresilienceを獲得できない。Resilienceつまり「回復力」をきちんと獲得できない。そう、つまり「生きていけない」のだ。腰を据えて、新たな社会哲学・社会科学を学ぶ「覚悟」が必要だ。

� 米国COC資料『Transform』には、resilienceの担い手としてpublic sectorとprivate sectorが記されているが、これらは日本語で言う「公」「私」あるいは「公共部門」「民間部門」に対応するものではない。例えば、日本で「上場株式会社」といえば「私企業」になるが、米国では「listed corporation」といえば「public company」となる。つまり例えば、日本で言う上場「民」間企業は、米国では「public」の部類に属するのだ。さて、では、米国で「private company」とは何を意味するのか？　ここでは詳細は割愛するが、それが私の専門とする「partnership」----だった。現在は、公共哲学Innovationを経て、「準公」とでも言うべきsectorが出来た。そして、その「準公」の担い手が主にpartnershipであり、更に、皆さんも聞いたことがあると思うが「limited liability company (LLC)」だ。


� 「哲学せよ、さもなくば死せよ。」----これは2400年前にアリストテレスが、彼の著書『プロトレプティコン・フィロソフィコス（哲学のすすめ）』で強調した言葉だ。


我々日本人が、明治開闢以来のここ150年間ほど、分けも分からずただシャニムニ追い求めた「西洋文明」はその根源にこの様な手厳しい「前提」がある。上辺を模倣するだけでは使いこなせないし、じきに破滅をもたらすのだ。


講談社学術文庫の『アリストテレス「哲学のすすめ」』廣川洋一　訳・監修の51頁の該当箇所を以下に示す。･･･「何を大仰な」と言われそうだが、敢えて示す。





･･･だから、人間の内には、神的なもの、あるいは幸福なものは、尊重に価するただ一つのものを除けば、ほかには何一つ存在しないのである。それは我々の内にある程度でということながら、ともかくその知性と理性のことである。我々の所有しているものの中で、ただこれだけが不死であり、これだけが神的であると思われるからだ。そして、この能力にあずかることができることで、我々の生は、それが本来悲惨で、困難なものであろうとも、なお賢く整えられていて、他のものに比べれば、人間は神であると思われるほどなのである。なぜなら、「知性は我々の内なる神」----この言葉がヘルモティモスのものであれ、アナクサゴラスのものであれ----であり、また「死すべき生もなにか神的なものの部分を分け持つ」からだ。従って、我々は哲学すべきであるか、それとも、生きることに別れを告げてこの世から立ち去るべきか、そのいずれかである。


『アリストテレス「哲学のすすめ」』より
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